


































要約

 子宮内膜症は、それによりもたらされる疼痛と妊孕能の低下により、個人的にも社会的

にも重大な影響を及ぼす疾患であり、さらに近年増加傾向にあると言われている。そこで、

本邦における子宮内膜症の実態を把握することを目的として、全国規模での調査を行い解

析した。その結果、現時点における本邦の子宮内膜症受療患者は 128,187 人と推定され、

10 歳～60 歳の女性における受療率は人口 10 万対 298 人であることが明らかとなった。ま

た、平均 31.1 歳で発症し、平均 32.5 歳で診断を受け、受診患者の平均年齢は 35 歳であ

った。平均通院期間は 660 日、月に 1～2 回通院しているものが 76%であった。症状とし

て月経困難症を訴えるものは 88%であり、そのうち 70%は鎮痛剤を必要としており、さら

に鎮痛剤を使用しても日常生活に支障を来す重症のものは 18%であった。月経時以外の下

腹部痛・腰痛は 46%、性交時痛・排便痛は 30%に認められた。不妊を訴えるものは 30%で

あり、平均 5.3 年の不妊期間であった。診断方法として、問診、内診、超音波検査、CA125

が大部分の施設で用いられており、CT ・ MRIは 40%、腹腔鏡は 16%、開腹手術は 20%に用

いられていた。特に、100 病床未満の施設では CT ・ MRI、腹腔鏡、開腹手術を行う頻度

は低かった。内膜症の病変部位として、内膜症性嚢胞が 57%に認められた。rAFS による進

行期別の患者の内訳は各期ともほぼ同程度であった。治療方法としては GnRH アナログが

高頻度に使用されており、ダナゾールから GnRH アナログに移行する場合が多いと推定さ

れた。手術療法として、医育機関以外の施設では、腹腔鏡よりも開腹手術が選択されてい

る頻度が高かった。また腹腔鏡手術を行う場合でも病変焼灼術、癒着剥離術が主であり、

嚢胞摘出術、附属器摘除は開腹で行われていることが多い傾向がうかがえた。子宮内膜症

に対する全国規模の疫学調査は本研究が初めてであり、本研究の成績は今後の子宮内膜症

診療および社会的対策に重要な基礎的情報を提供するものである。


